
高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱
（平成15年６月24日制定）
　（趣旨）

第１条　この要綱は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域生活支援事業者の登録等に関する規則（平成20年規則第71号の２。以下「規則」という。）別表に規定する従業者（以下「従業者」という。）の養成等に関し必要な事項を定めるものとする。

（従業者の要件）

第２条　規則別表に規定する別に定める要件とは，次の各号に掲げる場合に応じ，それぞれ当該各号に定めるものその他市長が適当と認める者が用務を行うこととする。

⑴　全身性障害者が個別支援型移動支援事業（以下「移動支援事業」という。）を利用する場合　第４条に規定する研修課程（全身性障害者に係るものに限る。）を修了し,当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者
⑵　知的障害者，精神障害者又は難病患者が移動支援事業を利用する場合　次のいずれかの要件を満たす者

ア　第４条に規定する研修課程（知的障害者に係るものに限る。）を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者
イ　介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第22条の23第１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了し,当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者
ウ　指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成18年厚生労働省告示第538号）第１条第２号に規定する実務者研修修了者又は同条第３号に規定する居宅介護職員初任者研修若しくは同条第４号に規定する障害者居宅介護従業者基礎研修の課程を修了し,当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者
エ　介護福祉士

（実施主体）

第３条　従業者に対して行う高知市移動支援従業者養成研修事業（以下「事業」という。）の実施主体は，高知市又は高知市が事業を実施する者として指定したもの（以下「指定事業者」という。）とする。ただし，高知市が実施するときは，当該事業の全部又は一部を研修機関等に委託することができるものとする。

（研修課程）

第４条　事業の研修の課程（以下「研修課程」という。）は，別表１に定める内容以上のものであるものとする。

（研修期間）

第５条　研修課程は，おおむね２か月以内に修了することとする。ただし，やむを得ない事情により研修課程の一部を受講しなかったときは，４か月以内に修了することとする。

（修了証明書等の交付）

第６条　市長は，第４条に規定する研修課程を修了した者（以下「研修修了者」という。）に対し修了証明書（様式第１号）及び携帯用修了証明書（様式第２号）を交付するものとする。

２　市長は，研修修了者について，次に掲げる事項を移動支援従業者養成研修修了者名簿（様式第３号）に登録するものとする。

⑴　氏名

⑵　生年月日

⑶　研修課程の種類

⑷　修了年月日

⑸　修了証明書の番号

３　市長は，研修修了者から修了証明書又は携帯用修了証明書を紛失又は毀損し，修了証明書等再交付申請書（様式第４号）により申請があったときは，当該修了証明書又は携帯用修了証明書を再交付するものとする。

４　研修修了者は，婚姻等の事由により氏名を変更したときは，修了証明書等記載内容変更申請書（様式第５号）により市長に申請しなければならない。

５　市長は，前項の申請があったときは，第２項に規定する移動支援従業者養成研修修了者名簿の記載内容を変更し，修了証明書及び携帯用修了証明書を交付するものとする。

（指定事業者の指定等）

第７条　指定事業者の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，移動支援従業者養成研修指定申請書（様式第６号）に次に掲げる事項を記載した上，関係書類を添えて市長に提出しなければならない。

⑴　申請者の氏名及び住所（法人にあっては，その名称及び主たる事務所の所在地）

⑵　事業の名称及び主たる事務所の所在地（通信教育を行う場合にあっては，主たる事務所の所在地及び対象地域）

⑶　事業開始予定年月日

⑷　申請者が法人であるときは，定款その他の基本約款
⑸　講義又は演習に利用する施設の名称，所在地及び設置者の氏名（法人にあっては，その名称）並びに利用計画及び当該施設の設置者の承諾書
⑹　事業計画書
⑺　使用するテキスト名
⑻　学則（事業実施要項）等

⑼　カリキュラム
⑽　講義を行う講師の氏名，履歴及び担当科目並びに専任及び兼任の別
⑾　研修修了の認定方法

⑿　収支予算及び事業開始年度及び次年度の財政計画

⒀　申請者の資産状況
２　前項の場合において，申請者が事業を通信の方法によって行おうとするときは，前項に規定する書類に次に

掲げる事項を記載した文書を添えるものとする。

⑴　通信事業を行う地域

⑵　添削指導及び面接指導の方法

⑶　面接指導を実施する期間内の講義室及び演習室の使用についての当該施設の承諾書

３　市長は，前２項の規定による申請があったときは，別表２に定める要件を審査し，速やかに指定の可否を決

定し，適当であると認めたときは移動支援従業者養成研修指定通知書（様式第７号）により，適当でないと認めたときは，移動支援従業者養成研修指定却下通知書（様式第８号）により，当該申請をした者に通知するものとする。

４　指定事業者は，第１項第１号から第６号まで及び第２項各号に掲げる内容に変更があったときは，あらかじ

め指定移動支援従業者養成研修変更（届出・承認申請）書（様式第９号）により市長に届け出るものとする。

５　指定事業者は，第１項第７号から第11号まで掲げる内容に変更があったときは，あらかじめ指定移動支援従業者養成研修変更（届出・承認申請）書（様式第９号）により市長に申請し，その承認を受けるものとする。

６　指定事業者は，事業を廃止し，休止し，又は再開したときは，当該事由が生じた日から10日以内に，その旨

を指定移動支援従業者養成研修廃止・休止・再開届出書（様式第10号）により市長に届け出るものとする。

７　市長は，指定事業者に対し必要があると認めるときは，研修の実施に係る帳簿類の提示若しくは提出を求め，

又は検査することができる。

８　市長は，指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，その指定を取り消すことができる。

⑴　第２条に規定する従業者の要件を満たさなくなったとき。

⑵　第４条に規定する研修課程を実施しないとき。

⑶　第４項から第６項までに規定する届出等をしないとき。

⑷　前項の規定による帳簿類の提示若しくは提出の求めに応じず，又は同項の規定による検査を拒んだとき。
（同一又は他の事業者が行う研修を受講した場合の特例）

第８条　市長は，研修課程を受講する者が，やむを得ない事由により研修の一部を受講しなかった場合で，第５
条に規定する研修期間内に，当該受講しなかった部分について同一又は他の事業者が行う研修を受講したときは，当該受講の内容を確認の上，適当であると認めたときは当該研修課程を修了したものとみなすものとする。

（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか，事業の実施に関し必要な事項は，市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は，平成15年６月24日から施行し，平成15年４月１日から適用する。

　　　附　則

この要綱は，平成20年３月31日から施行し，平成18年10月１日から適用する。

　　　附　則

この要綱は，平成23年６月20日から施行し，改正後の別表１の規定は平成18年10月１日から，改正後の第２条

第３号の規定は平成22年３月１日から適用する。

　　　附　則

この要綱は，平成24年４月１日から施行する。
附　則

　（施行期日）　

１　この要綱は，平成24年８月28日から施行し，この要綱による改正後の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱（以下「改正後の要綱」という。）の規定は，平成24年４月１日から適用する。

（経過措置）

２　この要綱の適用の際現にこの要綱による改正前の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱第６条第１項の規定により交付されている修了証明書及び携帯用修了証明書は，改正後の要綱第６条第１項の規定により交付された修了証明書及び携帯用修了証明書とみなす。
　　附　則

この要綱は，平成25年４月１日から施行する。
　附　則
　（施行期日等）

１　この要綱は，平成27年５月28日から施行し，この要綱による改正後の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱（以下「改正後要綱」という。）の規定は，平成25年４月１日から適用する。
（経過措置）

２　次に掲げる者は，改正後要綱第２条第２号の要件を満たす者及び別表１に規定する上位講習修了者とみなす。
⑴　平成25年４月１日において介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成24年厚生労働省令第25号）による改正前の介護保険法施行規則第22条の23第１項に規定する３級課程（以下「旧介護研修３級課程」という。）を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けている者

⑵　平成25年４月１日において旧介護研修３級課程を受講中の者であって，同日以後に当該課程を修了し，当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたもの
３　次に掲げる者は，改正後要綱第２条第２号ウに規定する居宅介護職員初任者研修の課程を修了した者とみなす。
⑴　平成25年４月１日において指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する件（平成25年厚生労働省告示第104号）による改正前の指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（以下「改正前告示」という。）第１条第２号に規定する居宅介護従業者養成研修（改正前告示別表第４に定めるものを除く。）の課程（以下「旧障害研修課程」という。）を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けている者

⑵　平成25年４月１日において旧障害研修課程を受講中の者であって，同日以後に当該課程を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたもの

４　次に掲げる者は，改正後要綱第２条第２号ウに規定する障害者居宅介護従業者基礎研修の課程を修了した者とみなす。
⑴　平成25年４月１日において改正前告示第１条第２号に規定する居宅介護従業者養成研修（改正前告示別表第４に定めるものに限る。）の課程（以下「旧障害研修３級課程」という。）を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けている者

⑵　平成25年４月１日において旧障害研修３級課程を受講中の者であって，同日以後に当該課程を修了し，当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたもの
附　則
　（施行期日）

１　この要綱は，令和３年11月15日から施行する。

（経過措置）
２　この要綱の適用の際現にこの要綱による改正前の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱第６条第１項の規定により交付されている修了証明書及び携帯用修了証明書は，改正後の要綱第６条第１項の規定により交付された修了証明書及び携帯用修了証明書とみなす。
３　この要綱による改正前の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱の規定に基づく様式（様式第１号及び様式第２号を除く。）は，この要綱による改正後の高知市移動支援従業者養成研修事業実施要綱の規定に基づく様式（様式第１号及び様式第２号を除く。）にかかわらず，当分の間，なお使用することができる。
別表１

　１　全身性障害者移動支援従業者養成研修課程

	区分
	科目
	時間数
	上位講習修了者の場合
	備考

	講義
	障害者福祉に係る制度及びサービスに関する講義
	３時間
	移動の介護に係る制度及びサービスに関する講義１時間
	移動の介護に係る制度及びサービスに関する講義を含むこと。

	
	身体障害者に係る居宅介護等に関する講義
	３時間
	免除
	居宅介護従業者の職業倫理に関する講義を含むこと。

	
	全身性障害者の疾病，障害等に関する講義
	２時間
	２時間
	

	
	基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義
	３時間
	３時間
	

	
	障害者の心理に関する講義
	１時間
	免除
	

	演習
	車いすでの外出の介護に係る技術に関する演習
	４時間
	４時間
	

	合計
	16時間
	10時間
	


２　知的障害者移動支援従業者養成研修課程

	区分
	科目
	時間数
	上位講習修了者の場合
	備考

	講義
	障害者福祉に係る制度及びサービスに関する講義
	３時間
	移動の介護に係る制度及びサービスに関する講義１時間
	移動の介護に係る制度及びサービスに関する講義を含むこと。

	
	知的障害者に係る居宅介護等に関する講義
	３時間
	免除
	居宅介護従業者の職業倫理に関する講義を含むこと。

	
	知的障害者の疾病，障害等に関する講義
	４時間
	４時間
	

	
	基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義
	２時間
	２時間
	

	
	障害者の心理に関する講義
	１時間
	免除
	

	演習
	車いすでの外出の介護に係る技術に関する演習
	６時間
	６時間
	

	合計
	19時間
	13時間
	


備考　各表中「上位講習修了者の場合」欄は，介護福祉士又は第２条第２号エに規定する者が研修を受講する場合に適用するものとする。

別表２

移動支援従業者養成研修の指定要件等

１　事業実施者に関する要件

　　⑴　研修を実施する事業所の所在地は，高知市内であること。

　　⑵　研修事業の実施者は，事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事務的能力及び事業の安定的運営に必要な財政基盤を有するものであること。

　　⑶　研修事業の経理が他の事業の経理と明確に区分され，会計帳簿，決裁書類等研修事業の収支の状況を明らかにする書類が整備されていること。

　　⑷　市長が移動支援従業者養成研修の実施に関する情報の提供，事業内容の変更その他の必要な指示を行った場合は，当該指示に従うこと。

２　事業内容に係る要件

　　⑴　継続的に毎年１回以上第４条に定める内容に従って講習が実施されること。

　　⑵　講義を担当する講師について，学歴，履歴，資格，実務経験等に照らし，市長が別に定める基準に該　　当すると認められる人材が確保されていること。

　　⑶　実習を実施する場合には，適切な実習施設との連携により，実習実施計画が定められていること。

　　⑷　研修修了者に対し，第６条第１項に準じた修了証明書及び携帯用修了証明書を交付し，交付を受けた者が修了証明書又は携帯用修了証明書を紛失又は汚損した場合は確認の上，再発行すること。

　　⑸　証明書の記載内容に変更が生じた場合には，修了証明書及び携帯用修了証明書を再交付し，変更のあった年度ごとに，市長にその内容を報告すること。

　　⑹　研修終了後速やかに第６条第２項に準じて研修修了者の氏名，生年月日，修了した研修の課程及び

　　　修了年月日並びに修了証明書の番号を記載した名簿を作成し，市長に提出すること。

３　研修受講者に関する要件

　　⑴　研修受講者に研修内容等を明示するため，次の事項を公開すること。

　　　ア　開講目的

　　　イ　研修事業の名称

　　　ウ　実施場所

　　　エ　研修期間

　　　オ　カリキュラム

　　　カ　講師氏名

　　　キ　研修修了の認定方法

　　　ク　開講時期

　　　ケ　受講資格

　　　コ　受講手続（募集要領等）

　　　サ　受講料，実習費等

　　⑵　研修への出席状況，成績等研修受講者に関する状況を確実に把握し，保存すること。

４　その他留意すべき事項

　　⑴　研修事業の実施者は，事業運営上知り得た研修受講者に係る秘密の保持について，十分留意すること。

　　⑵　研修事業の実施者は，研修受講者が実習において知り得た個人の秘密の保持について，受講者が十分に留意するよう指導すること。

５　指定基準等

　　⑴　全身性障害者移動支援従業者養成研修課程に係る基準

　　　ア　別表１　１全身性障害者移動支援従業者養成研修課程の表に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

　　　イ　講師は，全身性障害者移動支援従業者養成研修課程を教授するのに適当な者であること。

　　　ウ　演習は，適当な実習指導者の指導の下に行われること。

　　⑵　知的障害者移動支援従業者養成研修課程に係る基準

　　　ア　別表１　２知的障害者移動支援従業者養成研修課程の表に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

　　　イ　講師は，知的障害者移動支援従業者養成研修課程を教授するのに適当な者であること。

　　　ウ　演習は，適当な実習指導者の指導の下に行われること。

　　⑶　講義を通信の方法によって行う研修にあっては，前２号に掲げる基準のほか，次の基準に適合するものとする。

　　　ア　添削指導及び面接指導による適切な指導が行われること。

　　　イ　添削指導及び面接指導による適切な指導を行うのに適当な講師を有すること。

　　　ウ　面接指導の時間数は，１以上であること。

　　　エ　面接指導を行うのに適当な講義室及び演習を行うのに適当な演習室が確保されていること。


